
 

 

 

6 報告書の提出、台帳の整備等 

勧          告 説明図表番号

補助事業者は、補助金が国民から徴収された税金その他の貴重な財源で賄われる

ものであることに留意し、法令の定め及び補助金の交付の目的に従って誠実に事業

を行うように努めなければならないとされている（補助金適正化法第 3条第 2項）。 

また、補助事業者は、法令の定め、補助金の交付の決定の内容、条件（交付要綱

等に従う旨の条件）等に従い、善良な管理者の注意をもって事業を行わなければな

らないとされている（補助金適正化法第 11 条）。 

しかしながら、調査対象 18 事業のうち 8事業（環境省 5事業、国土交通省 3 事業）

（注）において、以下のとおり、補助事業者が交付要綱等の規定を十分理解しておら

ず、また、補助金交付主体の各省の指導及び確認が十分でないことから、交付要綱

等が遵守されず、各種報告書が未提出、必要な台帳が未整備等の事例がみられた。 

（注）環境省の 5 事業は、①「地域グリーンニューディール基金事業」（平成 23 年度限りで廃止）、②

「小規模地方公共団体対策技術率先導入補助事業」（平成 25 年度限りで廃止）、③「特殊自動車に

おける低炭素化促進事業」（平成 26 年度限りで廃止）、④「廃棄物エネルギー導入・低炭素化促進

事業」及び⑤「温泉エネルギー活用加速化事業」である。国土交通省の 3事業は、⑥「地域交通の

グリーン化を通じた電気自動車の加速度的普及促進」、⑦「環境対応車普及促進対策」及び⑧「モ

ーダルシフト等推進事業」である。 

 

ⅰ） 補助事業者は、交付要綱等に基づき各省に各種報告書を提出する必要がある

が、未提出のもの、提出期限を遅延して提出されたものなどが 4 事業（注）で

21 事例みられた。 

（注）環境省の上記①、②及び④、並びに国土交通省の上記⑧の事業 

 

ⅱ） 交付要綱等に基づき補助事業者が整備する必要のある補助金関係書類が未整

備となっているものなどが 6事業（注）で 19 事例みられた。 

（注）環境省の上記②、③、④及び⑤、並びに国土交通省の上記⑥及び⑦の事業 

 

ⅲ） 交付要綱等に基づき、補助事業者が整備した設備に当該補助事業により整備

した旨を明示する必要があるが、明示されていないものが 2事業（注）で 2事例

みられた。 

（注）環境省の上記②及び⑤の事業 

 

【所見】 

したがって、環境省及び国土交通省は、以下の補助事業について、補助事業者に

対し、交付要綱等に基づく各種報告書類の提出、必要な台帳の整備等の適切な措置

を講じさせること。 

なお、当該事業に引き続いてエネルギー起源ＣＯ２の排出削減に資する同種類似の

事業を行う場合も同様である。 

・ 地域グリーンニューディール基金事業（環境省） 

・ 小規模地方公共団体対策技術率先導入補助事業（環境省） 

・ 特殊自動車における低炭素化促進事業（環境省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6-① 

 

 

 

表 6-② 

 

 

表 6-③ 
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・ 廃棄物エネルギー導入・低炭素化促進事業（環境省） 

・ 温泉エネルギー活用加速化事業（環境省） 

・ 地域交通のグリーン化を通じた電気自動車の加速度的普及促進（国土交通省） 

・ 環境対応車普及促進対策（国土交通省） 

・ モーダルシフト等推進事業（国土交通省） 
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表
6
－

①
 

交
付
要
綱
等
に
基
づ
き
補
助
事
業
者

が
事
業
実

施
主

体
で

あ
る
各

省
に
提
出

す
べ

き
報

告
書
類

が
未
提
出
、
提
出
が
遅
延
又
は
提
出
さ
れ
て
い
る
が
内
容

が

不
適

切
で
あ
る
事
例
（

集
計
表

）
 

府
省
 

事
業
名
 

報
告
書
類
名
 

調
査
対
象
者
数
 

（
事
例
）
 

未
提
出
 

（
該
当
事
例
）
 

提
出
遅
延
 

（
該
当
事
例
）
 

内
容
不
適
切
 

（
該
当
事
例
）
 

計
 

環
境
省
 

地
域

グ
リ

ー
ン

ニ
ュ

ー
デ

ィ
ー

ル
基

金
事
業
 

[
表

6
-①

-ⅰ
参
照
] 

基
金
事
業
計
画
書
（
各
年
度
）
 

1
0
 

1
 

（
事
例
番
号
①
）
 

0
 

0
 

4
 

基
金
事
業
状
況
報
告
書
 

1
 

（
事
例
番
号
①
）
 

0
 

0
 

基
金
事
業
計
画
変
更
書
 

1
 

（
事
例
番
号
②
）
 

0
 

0
 

温
室
効
果
ガ
ス
削
減
量
等
報
告
書
 

0
 

0
 

1
 

（
事
例
番
号
②
）
 

小
規

模
地

方
公

共
団

体
対

策
技

術
率

先
導
入
補
助
事
業
 

[
表

6
-①

-ⅱ
参
照
] 

事
業
報
告
書
 

2
2
 

6
 

（
事
例
番
号
①
～
⑥
）
 

6
 

（
事
例
番
号
⑥
～
⑪
）
 

2
 

（
事
例
番
号
⑩
、
⑪

） 
1
4
 

廃
棄

物
エ

ネ
ル

ギ
ー

導
入

・
低

炭
素

化
促
進
事
業
 

[
表

6
-①

-ⅲ
参
照
] 

利
用
状
況
報
告
書
 

8
 

1
 

0
 

0
 

1
 

国
土

交

通
省
 

モ
ー

ダ
ル
シ
フ
ト
等
推
進
事
業
 

[
表

6
-①

-ⅳ
参
照
] 

輸
送
状
況
報
告
書
 

5
4
 

0
 

2
 

0
 

2
 

計
 

9
4
 

1
0
 

8
 

3
 

2
1
 

（
注
）
未
定
出
、
提
出
遅
延
又
は
内
容
不
適
切
の

複
数
に
該
当
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
計
上
し
て
い
る
。
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表 6－①－ⅰ 交付要綱等に基づき補助事業者が事業実施主体である各省に提出すべき報

告書類が未提出又は提出されているが内容が不適切である事例（地域グリー

ンニューディール基金事業） 

府省 環境省 

事業名 地域グリーンニューディール基金事業 

調査結果  本事業では、都道府県は、環境省が定める実施要領に基づき、事業開始年度に、

同省に対して、「地域グリーンニューディール基金事業計画書（全体）」及び「地

域グリーンニューディール基金事業計画書（各年度）」を提出し、確認を受けな

ければならない。後者は、毎事業年度の開始前に、環境省に提出し、確認を受け

なければならない。 

 これらの計画書には、個別の事業が列記されており、これ以外の事業を実施す

るためには、「地域グリーンニューディール基金事業計画変更書」を環境省に提

出し、確認を受けなければならない。 

 また、各年度の事業を終えた都道府県は、翌年度当初に「地域グリーンニュー

ディール基金事業状況報告書」を環境省に提出しなければならない。全ての事業

が終了したときは、「地域グリーンニューディール基金事業実績報告書」を環境

省に提出しなければならない。 

 これらの報告書には、計画書に個別列記された事業ごとにＣＯ2排出削減効果

などが記載されている。 

 さらに、環境省では、本事業の成果を把握するため、不定期に、都道府県に対

して、「温室効果ガス削減量等報告書」の提出を求め、ＣＯ2排出削減効果（実績）

等を把握している。 

 しかし、以下のとおり、これらの報告書類が提出されていないなどの事例が実

地調査をした 10道県中 2県においてみられた。 

事 例 

番 号 
事例の内容 

①  鳥取県は、平成 21年度に、892.318千円の補助金を受けて基金を造成し、

同年度から 23 年度にかけて、地方公共団体の施設に省エネルギー設備を導

入する事業等を実施している。 

 しかし、同県は、ⅰ）平成 23 年度分の「地域グリーンニューディール基

金事業計画書（各年度）」、ⅱ）平成 22 年度分の「地域グリーンニューディ

ール基金事業状況報告書」をいずれも環境省に提出していない。 

 また、同県は、「地域グリーンニューディール基金事業計画書（全体）」に

記載されていない次の 2事業を、「地域グリーンニューディール基金事業計

画変更書」を提出して環境省の確認を得ることなく、実施している。 

ⅰ） 間接補助事業者（湯梨浜町）が、平成 23年度に、鳥取県が造成した基

金から 14,616千円の補助金を受けて、幼保一体化施設に太陽光発電設備

（9.72kw）と太陽光発電装置を備えた街路灯 2基を導入 

ⅱ） 鳥取県が、平成 23年度に、基金から 10,112千円を拠出し、同県の出

先機関及び老人福祉施設にＬＥＤ照明を導入 

 以上のことから、同県が実施した事業について的確に効果検証ができない
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状況となっている。 

② 徳島県は、平成 21年度に、892,930千円の補助金を受けて基金を造成し、

同年度から 23 年度にかけて、地方公共団体の施設に省エネルギー設備を導

入する事業等を実施している。 

しかし、その事業成果について、同県が平成 25 年度に環境省に提出した

「温室効果ガス削減量等報告書」には、ＣＯ2排出削減量の実績を一部しか

記載していない事業（ⅰ）、ⅱ）、ⅶ）の 3 事業）及びＣＯ2排出削減量の実

績を全く記載していない事業（ⅲ）、ⅳ）、ⅴ）、ⅵ）、ⅷ）の 5 事業）があり、

的確に効果検証ができない状況となっている。 

ⅰ） 間接補助事業者（松茂町）が、基金による 9,976 千円の補助を受けて、平成

21 年度から 23年度にかけて、ＬＥＤ型防犯灯 156基及び省エネ型防犯灯 75基

を導入した事業 

ⅱ） 間接補助事業者（東みよし町）が、基金による 8,188 千円の補助を受けて、平

成 22 年度に、公共施設に太陽光発電設備（4.8kw）及びＬＥＤ照明 39 台を導入

した事業 

ⅲ） 徳島県が、基金から 29,137 千円を拠出し、平成 21 年度及び 22年度に、公共

施設に太陽光発電設備（18kw）及び風力発電設備（1kw）を導入した事業 

ⅳ） 徳島県が、基金から 18,971 千円を拠出し、平成 21 年度及び 22年度に、公共

施設に太陽光発電設備（9kw）、太陽光発電装置付ＬＥＤ外灯 5基及び風力発電設

備（1kw）を導入した事業 

ⅴ） 徳島県が、基金から 153,654 千円を拠出し、平成 21 年度から 23 年度にかけて、

複数の民間企業、ＮＰＯ法人等に対し、太陽光発電設備等の整備に対する補助を

実施した事業 

ⅵ） 徳島県が、基金から 36,013 千円を拠出し、平成 22 年度に、公共施設に太陽光

発電設備（10kw）及び水力発電設備（1kw）を導入した事業 

ⅶ） 徳島県が、基金から 29,964 千円を拠出し、平成 22 年度及び 23年度に、農業

に関する研究施設に太陽光発電設備（10kw）及びヒートポンプ式空調システムを

導入した事業（表 4-⑵-②中の事例番号③参照） 

ⅷ） 徳島県が、基金から 19,584 千円を拠出し、平成 23 年度に、保健所に太陽光発

電設備（5kw）、電気自動車充電設備及びＬＥＤ照明 48 台を導入した事業 

 

（注）当省の調査結果による。 
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表 6－①－ⅱ 交付要綱等に基づき補助事業者が事業実施主体である各省に提出すべき報

告書類が未提出、提出が遅延又は提出されているが内容が不適切である事例

（小規模地方公共団体対策技術率先導入補助事業） 

府省 環境省 

事業名 小規模地方公共団体対策技術率先導入補助事業 

調査結果  本事業では、補助事業者は、実施要領に基づき、設備の使用開始の日から当該

年度の 3月末までの期間及びその後の 3年間の期間について、毎年度、各年度の

ＣＯ2排出削減効果（実績）を記載した事業報告書を環境省地方環境事務所に提

出することとされている。 

 しかし、別表のとおり、事業報告書が提出されていないなどの事例が、実地調

査をした 22補助事業者中 11事業者においてみられ、事業の効果検証を的確にで

きない状況となっている。 

1 事業報告書が提出されていないもの 6事例＜事例番号①～⑥＞ 

2 事業報告書の提出が遅延しているもの 6事例＜事例番号⑥～⑪＞ 

3 事業報告書の内容に不備があるもの 2事例＜事例番号⑩⑪＞ 

 

（注）当省の調査結果による。 

  

- 77 -



別
表

 
事
業
報
告
書
が
未
提
出
で
あ
る
も
の
等
 

№
 

補
助

事
業
者
 

事
業
年
度
 

(
平
成
) 

補
助

額
 

(
千
円

) 
導

入
設

備
等
 

未
提
出
等
の
内
容
 

①
 

大
田

原
市
 

2
1
 

1
5
,
3
3
6 

保
育

園
及
び

公
共
施

設
に
太
陽

光
発

電
設

備
 

事
業
報
告
書
(
2
3
年

度
分
及
び

2
4
年

度
分
)
を
未
提
出
 

②
 

日
光

市
 

2
3
 

2
5
,
3
5
7 

温
浴

施
設
に

太
陽
光

発
電
設
備

 
事
業
報
告
書
(
2
4
年
度
分
)を

未
提
出
 

③
 

堺
市
 

2
1
 

1
1
,
0
2
8 

運
動

施
設
に

太
陽
光

発
電
設
備

 
事
業
報
告
書
(
2
1
年
度
分
)を

未
提
出
 

④
 

大
阪

市
 

2
1
 

1
1
,
5
1
8 

清
掃

工
場
に

太
陽
光

発
電
設
備

 
事
業
報
告
書
(
2
1
年
度
分
)を

未
提
出
 

⑤
 

泉
大

津
市
 

2
2
 

2
4
,
5
3
3 

庁
舎

に
太
陽

光
発
電

設
備
 

事
業
報
告
書
(
2
2
年
度
分
)を

未
提
出
 

⑥
 

板
野

町
 

2
1
 

1
1
,
1
1
2 

温
浴

施
設
に

循
環
型

加
温
機
能

付
業

務
用

エ

コ
キ

ュ
ー
ト
 

・
事
業
報
告
書
(
21

年
度
分
)
を
未
提
出
 

・
事
業
報
告
書
(
22

年
度
分
)
を

4
か
月
遅
れ
で
提

出
 

・
事
業
報
告
書
(
23

年
度
分
)
を

1
か
月
遅
れ
で
提

出
 

・
事
業
報
告
書
(
24

年
度
分
)
を

4
か
月
遅
れ
で
提

出
 

⑦
 

十
日

町
市
 

2
2
 

1
6
,
8
4
2 

保
育

園
に
地

中
熱
利

用
に
よ
る

床
暖

房
設

備
 

・
事
業
報
告
書
(
23

年
度
分
)
を

1
年

5
か
月
遅
れ
で

提
出
 

・
事
業
報
告
書
(
24

年
度
分
)
を

5
か
月
遅
れ
で
提

出
 

⑧
 

蟹
江

町
 

2
1
 

7
,
4
2
9 

給
食

セ
ン
タ

ー
に

、
バ

イ
オ
デ

ィ
ー

ゼ
ル

精
製

設
備

及
び
太

陽
光
発

電
設
備
 

事
業
報
告
書
(
2
4
年
度
分
)を

6
か
月
遅
れ
で
提

出
 

⑨
 

庄
原

市
 

2
1
 

7
,
4
9
1 

木
質

ペ
レ
ッ

ト
製
造

工
場
に
太

陽
光

発
電

設

備
 

事
業
報
告
書
(
2
3
年
度
分
)を

1
か
月
遅
れ
で
提

出
 

⑩
 

津
和

野
町
 

2
2
 

4
0
,
4
6
4 

温
浴

施
設
に

木
質
バ
イ
オ
マ
ス

ボ
イ

ラ
ー
 

・
事
業
報
告
書
(
24

年
度
分
)
を

8
か
月
遅
れ
で
提

出
 

・
事
業
報
告
書
(
24

年
度
分
)
所
定
の
記
載
事
項
の
う
ち
、

「
⑥
今
後
の
取
組
」
及
び
「
⑦
事
業
に
よ
る
波
及
効
果
」

欄
が
欠
落
 

⑪
 

奥
出

雲
町
 

2
3
 

2
3
,
9
9
4 

温
浴

施
設
に

木
質
バ
イ
オ
マ
ス

ボ
イ

ラ
ー
 

・
事
業
報
告
書
(
24

年
度
分
)
を

1
か
月
遅
れ
で
提

出
 

・
事
業
報
告
書
(
24

年
度
分
)
所
定
の
記
載
事
項
の
う
ち
、

「
⑥
今
後
の
取
組
」
及
び
「
⑦
事
業
に
よ
る
波
及
効
果
」

欄
が
欠
落
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表 6－①－ⅲ 交付要綱等に基づき補助事業者が事業実施主体である各省に提出すべき報

告書類が未提出の事例（廃棄物エネルギー導入・低炭素化促進事業） 

府省 環境省 

事業名 廃棄物エネルギー導入・低炭素化促進事業 

調査結果 本事業では、補助事業の適正な管理のため、平成 22年度以前の採択事業につ

いては公募要領、23年度以降の採択事業については実施要領及び公募要領に基

づき、補助事業者は、設備の使用開始の日から当該年度の 3月末までの期間及び

その後の 3年間の期間について、当該設備の利用状況やＣＯ2排出削減効果など

について、「利用状況報告書」として、環境省に報告すべきこととされている。 

 しかし、調査をした 8補助事業者中 1補助事業者は、平成 21年度に、52,261

千円の補助金を受けて、廃棄物燃料製造に係る設備を導入したが、当省の実地調

査時点で 24年度分までの利用状況報告書を全く提出しておらず、事業の効果検

証を的確にできない状況となっている。 

 

（注）当省の調査結果による。 
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表 6－①－ⅳ 交付要綱等に基づき補助事業者が事業実施主体である各省に提出すべき報

告書類の提出が遅延している事例（モーダルシフト等推進事業） 

府省 国土交通省 

事業名 モーダルシフト等推進事業 

調査結果 本事業の平成 24年度の実施要領では、当該事業が補助対象期間終了後も継続

されていることを確認するため、補助対象期間満了の日の翌月から 6か月間、機

器等導入経費に対する補助金の交付を受けた者は、同 1 年間の補助対象事業に係

る輸送状況を輸送状況報告書によって報告することとしており、同報告書は当該

報告対象期間満了の日から 30日以内に報告することとされている。 

しかし、表のとおり、輸送状況報告書の提出が遅延しているものが、調査した

54補助事業者中 2補助事業者でみられた。 

 

表 輸送状況報告書の提出が遅延しているもの 

補助事業者 

 

輸送状況報告書の提

出期限 

実際の提出月 遅延月数 

Ａ 平成 25年 9月 25年 12月 3か月 

Ｂ 平成 25年 9月 26年 1月 4か月 

 

 

（注）当省の調査結果による。 
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表 6－②－ⅰ 交付要綱等に基づき補助事業者が整備する必要のある補助金関係書類が未

整備の事例（小規模地方公共団体対策技術率先導入補助事業） 

府省 環境省 

事業名 小規模地方公共団体対策技術率先導入補助事業 

調査結果  本事業では、補助事業者は、交付要綱に基づき、補助金と事業に係る証拠書類

等の管理については、補助金調書を作成し、これを事業完了後 5年間保管してお

かなければならないとされている。 

 しかし、22補助事業者を対象に、補助金調書が適切に作成・保管されているか

どうかについて調査したところ、以下の 3補助事業者において、補助金調書の作

成・保管が行われていない事例がみられた。 

 なお、この 3補助事業者全てについて、本調査の途上において改善措置がとら

れた。 

 

番 号 補助事業者 
事業年度 

(平成) 

補助額 

(千円) 
導入設備等 

① 三次市 21 6,606 保育所に地中熱利用ヒートポンプ 

② 津和野町 22 40,464 温浴施設に木質バイオマスボイラー 

③ 奥出雲町 23 23,994 温浴施設に木質バイオマスボイラー 
 

（注）当省の調査結果による。 
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表 6－②－ⅱ 交付要綱等に基づき補助事業者が整備する必要のある補助金関係書類が未

整備又は整備されているが内容が不適切である事例（特殊自動車における低

炭素化促進事業） 

府省 環境省 

事業名 特殊自動車における低炭素化促進事業 

調査結果 事例① 

 本事業では、補助事業者は、交付要綱に基づき、補助事業の経費についての収

支簿及び支出内容を証する書類を整備し、事業完了後 5年間保管しておかなけれ

ばならないとされている。 

 しかし、14補助事業者中１補助事業者において、平成 23年度に 1,500千円の

補助金を受けてハイブリッド・オフロード車を 1台導入したが、収支簿及び支出

内容を証する書類を保管していない事例がみられた。 

事例② 

 本事業では、補助事業者は、交付要綱に基づき、取得財産等について、取得財

産等管理台帳を備え、管理しなければならないこととされている。 

 しかし、14 補助事業者を対象に、取得財産等管理台帳が適切に整備されてい

るかどうかについて調査したところ、以下の 5補助事業者において、独自の様式

で整備されている例はあるものの、交付要綱で定める取得財産等管理台帳が整備

されていない事例がみられた。 

  

番号 事業年度 

(平成) 

補助額 

(千円) 
導入設備等 

① 23 1,500 ハイブリッド・オフロード車 1車両 

② 23 1,500 ハイブリッド・オフロード車 1車両 

③ 23 1,500 ハイブリッド・オフロード車 1車両 

④ 24 1,300 ハイブリッド・オフロード車 1車両 

⑤ 24 550 ハイブリッド・オフロード車 1車両 

 

 

（注）当省の調査結果による。 

  

- 83 -



表 6－②－ⅲ 交付要綱等に基づき補助事業者が整備する必要のある補助金関係書類が未

整備又は整備されているが内容が不適切である事例（廃棄物エネルギー導

入・低炭素化促進事業） 

府省 環境省 

事業名 廃棄物エネルギー導入・低炭素化促進事業 

調査結果  本事業では、補助事業者は、交付要綱に基づき、取得財産等について、取得財

産等管理台帳を備え、管理しなければならないとされている。 

 しかし、8補助事業者を対象に、取得財産等管理台帳が適切に整備されている

かどうかについて調査したところ、以下のとおり、2補助事業者において、取得

財産等管理台帳が適切に整備されていない事例がみられた。 

① 取得財産等管理台帳が整備されていないもの 1事例＜事例番号①＞ 

② 取得財産等管理台帳の記載が誤っているもの 1事例＜事例番号②＞ 

 

事例 

番号  
事例の内容 

①  本補助事業者は、平成 24年度及び 25年度に、44,733千円の補助金を受

けて、廃棄物燃料製造に係る設備を導入したが、事業年度ごとに備えなけれ

ばならない取得財産等管理台帳について、24年度のものを備えていない。 

 

②  本補助事業者は、平成 23年度及び 24年度に、402,896千円の補助金を受

けて、廃棄物の焼却で発生する熱の高効率な回収に係る設備を導入したが、

取得財産等管理台帳を備えているものの、ガス冷却用空気圧縮機の保有数を

「4基」と記載すべきところ、誤って「1基」と記載している。 

 

（注）当省の調査結果による。 
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表 6－②－ⅳ 交付要綱等に基づき補助事業者が整備する必要のある補助金関係書類が未

整備の事例（温泉エネルギー活用加速化事業） 

府省 環境省 

事業名 温泉エネルギー活用加速化事業 

調査結果 本事業では、補助事業者は、交付要綱に基づき、取得財産等について、取得財

産等管理台帳を備え、管理しなければならないとされている。 

しかし、6補助事業者を対象に、取得財産等管理台帳が適切に整備されている

かどうかについて調査したところ、以下の 3補助事業者において、独自の様式で

整備されている例はあるものの、交付要綱で定める取得財産等管理台帳が整備さ

れていない事例がみられた。 

 

番号 事業年度 

(平成) 

補助額 

(千円) 
導入設備等 

① 23 9,933 温泉水を熱源とするヒートポンプ設備 

② 22 10,476 温泉水を熱源とするヒートポンプ設備 

③ 22 14,987 温泉付随ガスのコージェネレーション設備 
 

（注）当省の調査結果による。 
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表 6－②－ⅴ 交付要綱等に基づき補助事業者が整備する必要のある補助金関係書類が未

整備の事例（地域交通のグリーン化を通じた電気自動車の加速度的普及促進） 

府省 国土交通省 

事業名 地域交通のグリーン化を通じた電気自動車の加速度的普及促進 

調査結果 本事業では、補助事業者は、交付要綱に基づき、補助対象事業に関する収支を

明らかにした帳簿を備え、事業の完了後 5年間保存しなければならないとされて

おり、国土交通省は、補助対象事業に関する収支を明らかにした帳簿とは、申請

書類等一式のこととしている。 

しかし、当省が 7補助事業者を対象に、上記書類が適切に保存されているかど

うかを調査したところ、1補助事業者で同帳簿を保存していない状況がみられた。 

  

（注）当省の調査結果による。 
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表 6－②－ⅵ 交付要綱等に基づき補助事業者が整備する必要のある補助金関係書類が未

整備の事例（環境対応車普及促進対策） 

府省 国土交通省 

事業名 環境対応車普及促進対策 

調査結果 本事業では、補助事業者は、交付要綱に基づき、補助対象事業に関する収支を

明らかにした帳簿を備え、事業の完了後 5年間保存しなければならないとされて

おり、国土交通省は、補助対象事業に関する収支を明らかにした帳簿とは、申請

書類等一式のこととしている。 

しかし、当省が 19補助事業者を対象に、上記書類が適切に保存されているか

どうかを調査したところ、下表のとおり 4補助事業者において、同帳簿が保存さ

れていない状況や、保存が確認できなかった状況がみられた。 

 

表 申請書類等一式の保存状況 

書 類 
四国運輸局 沖縄総合事務局 

a 補助事業者 
（3台分） 

b補助事業者 
（3台分） 

c 補助事業者 
（1台分） 

ｄ補助事業者 
（3台分） 

1  交付予定枠の申込

書兼内定通知書 
所在不明 ○ ○ ○ 

2  交付申請書兼実績

報告書 
所在不明 ○ ○ ○ 

＜必須添付書類＞ 

① 補助対象経費に係る

請求書の写し 

所在不明 ○ ○ × 

② 補助対象経費の支払

いを証する書類 
所在不明 ○ ○ ○ 

③ 地方公共団体等の負

担を証する書類 
所在不明 ○ × ○ 

④ 振込先調書 所在不明 ○ ○ ○ 

⑤ 交付予定枠の内定通

知書の写し 
所在不明 ○ ○ ○ 

⑥ 実績報告書の別紙 所在不明 ○ ○ ○ 

⑦ 補助対象事業が完了

したことを確認する

に足りる書類 

所在不明 ○ ○ ○ 

3  交付決定及び額の

確定通知書 
所在不明 ○ ○ ○ 

4  補助金請求書 所在不明 所在不明 ○ ○ 

（注） 1 「書類」欄の項目設定は、交付要綱等に基づき当局が設定した。 

  2 「○」は保存されていた書類、「×」は保存されていなかった書類をそれぞれ表す。 

  

（注）当省の調査結果による。 
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表 6－③ 交付要綱等に基づき補助事業者が行うべき補助事業により整備した旨の明示が行われ

ていない事例 
府省 事業名 調査対象者数 未実施 該当設備 

環境省 

小規模地方公共団体対策技術率

先導入補助事業 22 1 
下水処理場に設置された太

陽光発電設備（50kw） 

温泉エネルギー活用加速化事業 6 1 
温泉付随ガスのコージェネ

レーション設備 

（注）いずれの事業も、交付要綱において、導入した設備に環境省の補助事業により整備した旨

を明示しなければならないとされている。 
 
 
表 6－③－ⅰ 交付要綱等に基づき補助事業者が行うべき補助事業により整備した旨の明示が

行われていない事例（小規模地方公共団体対策技術率先導入補助事業） 

府省 環境省 

事業名 小規模地方公共団体対策技術率先導入補助事業 

調査結果  本事業では、補助事業者は、交付要綱に基づき、導入した設備に環境省の補助

事業により整備した旨を明示しなければならないとされている。 

 しかし、本補助事業者（更別村）は、平成 23 年度に、26,738 千円の補助金を

受けて、下水処理場に太陽光発電設備（50kw）を導入したが、当該設備に環境省

の補助事業により整備した旨の明示を行っていない。 

 

（注）当省の調査結果による。 

 

 

表 6－③－ⅱ 交付要綱等に基づき補助事業者が行うべき補助事業により整備した旨の明示が

行われていない事例（温泉エネルギー活用加速化事業） 

府省 環境省 

事業名 温泉エネルギー活用加速化事業 

調査結果  本事業では、補助事業者は、交付要綱に基づき、導入した設備に環境省の補助

事業により整備した旨を明示しなければならないとされている。 

 しかし、本補助事業者は、平成 23 年度に、10,230 千円の補助金を受けて、温

泉付随ガスのコージェネレーション設備を導入したが、当該設備に環境省の補助

事業により整備した旨の明示を行っていない。 

 

（注）当省の調査結果による。 
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